
消費者安全確保地域協議会の
設置状況について
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Ⅰ高齢者の消費生活相談の状況について

１ 本県における高齢者人口等の推移について

埼玉県の将来人口の見通し 埼玉県の単身高齢者・高齢夫婦世帯の推移

・平成２７年には･･･高齢化率が２４％を超え、約４人に１人が高齢者である

・平成３７年には･･･６５歳以上の高齢者が２０３万人に増加する見込み

高齢者のみ（単身・夫婦）の世帯は、２３．２％に上昇する見込み

13.8% 23.2%20年で約1.7倍

（出典：埼玉県５か年計画）
（出典：埼玉県高齢者支援計画） 2



Ⅰ高齢者の消費生活相談の状況について

２ 本県における高齢者に関する苦情相談の状況（６０歳以上）

・苦情相談件数は４４，４７９件で、そのうち高齢者に関するものは１５，５０４件

・全年齢に占める高齢者の構成比は３４．９％と３分の１を超える

・平成２５年度から減少傾向だが、高止まりの状況にある
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・周囲の見守りが必要な認知症等の高齢者に関する相談は高水準で推移

・本人からの相談は２割に満たない（高齢者全体では約８割）
・「訪問販売」の割合は、高齢者全体（１５．５％）より高く４割超（新聞、屋根工事、浄水器等）

３ 認知症等の高齢者に関する相談の状況（６５歳以上の判断不十分者）

Ⅰ高齢者の消費生活相談の状況について

（出典：H28消費者白書）
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・加齢に伴う判断力低下、契約や同種被害に関する情報不足

・昼間に一人で在宅することが多く、訪問販売、電話勧誘販売等に遭いやすい

・人を疑わず、話し相手になってくれる販売員を慕って契約するケース

・家族・親族間の関係が希薄で孤立している ⇒高齢者の「３つの不安」（お金、孤独、健康）に付け込まれ被害
に遭いやすい自分が被害に遭ったことに気が付きにくい

・被害に遭ったと自覚しても、「恥ずかしい」、「家族に迷惑をかけたくない（怒られたくない）」、
「騙された自分が悪い」と思う

・消費生活センター等の相談窓口があることを知らない ⇒被害に遭っても誰にも相談しない

・一度被害に遭うと次々販売により被害が拡大し、支払金額も高額になる

・契約した経緯の証明や、判断力が不十分であったことの証明が困難
⇒被害に遭ってしまうと、経済的・精神的なダメージが大きいうえに、損害を取り戻すことが困難

高齢者等の消費者被害防止や被害の早期発見・救済は喫緊の課題
高齢者本人が消費生活センター等に相談するのを待つのでは遅い

Ⅱ高齢者の消費者トラブルの特徴

高齢者を取り巻く家族、近隣住民、介護・福祉関係者、警察等、地域の関係者が、
高齢者の消費生活上の安全に気を配り、何かあったら、消費生活センター等につなぐ
仕組みの構築が必要 5



Ⅲ 消費者安全確保地域協議会について

高齢者、障害者、認知症等により判断力が不十分となった人などの消費者被害を防ぐため、地方公共団体及び

地域の関係者が連携した 「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」を構築する

・消費者安全法の改正により設置 （平成２８年４月施行）

・本人の同意なく構成員間で個人情報の共有が可能 （個人情報保護法の例外）

・人口５万人以上の全市町での地域協議会設置を目標 （H３０年４月現在：埼玉県１１市町)）

「見守りネットワーク」における地域の連携イメージ

【構成員（例）】
・地方公共団体の機関（消費生活センター等）
・医療・福祉関係（病院、地域包括支援センター、

介護サービス事業者、保健所、
民生委員・児童委員等）

・警察・司法関係（法テラス、弁護士、司法書士等）
・教育関係 （教育委員会等）
・事業者関係 （商店街、コンビニ、生協、農協、

宅配事業者、金融機関等）
・消費者団体、町内会等の地縁団体、ボランティア

6



Ⅲ 消費者安全確保地域協議会について
消費者安全確保地域協議会の設置状況について（全国）

（出典：消費者庁ホームページ）

埼玉県 11

【消費者庁の目標】

全国の人口５万人以上の
全市町に設置！
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Ⅲ 消費者安全確保地域協議会について
県内市町村の消費者安全確保地域協議会の設置状況

嵐山町
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杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市
蕨市

戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市
三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

市町村名 設置年月日
行 田 市 H28年4月1日

日 高 市 H28年4月1日

吉 川 市 H28年4月1日

小鹿野町 H28年4月1日

志 木 市 H28年9月1日

上 尾 市 H29年4月1日

白 岡 市 H29年4月1日

加 須 市 H29年4月28日

桶 川 市 H30年3月7日

鴻 巣 市 H30年3月30日

ふじみ野市 H30年4月1日

合計 11市町

◆ 「見守り推進員」の配置（委託） ～市町村に対する働きかけ・支援を実施～ ◆

・消費者安全確保地域協議会の設置促進

・消費生活部門と福祉部門との連携促進
・消費者被害防止サポーターの活用促進

消費者安全確保地域協議会の設置状況について（県内）
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